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オー ス トラ リア の経 済 と
産 業 政 策 につ いて
丹 野 勲
第1章 オース トラ リアの経済
第1節 建 国 か らの オ ー ス トラ リア経 済 の発 展
1788年 に ア ー サー ・フ ィ リ ップ を総 指 揮 官 とす る イ ギ リス の船 団 が,シ ド
ニ ー コー プ に上 陸 し,植 民 地 を建 設 して以 来,オ ー ス トラ リア の経 済 発 展 の
速 さ は,人 口増 加 に示 され て い る。人 口 は,19世 紀 中 頃 に は,約40万 人,1901
年 の連 邦 結 成 時 に は380万 人 に達 した。1986年 の人 ロ セ ンサ スで は,1600万 人
を超 えた 。 現 在 の オ ー ス トラ リア の 人 口 は,約1780万 人 で あ る。
建 国 以 来,オ ー ス トラ リア の経 済 成長 の中 心 は,羊 毛 や鉱 産 物 を中 心 と し
た1次 産 品 の輸 出 で あ っ た。 土 地 は,オ ー ス トラ リア最 大 の資 源 で あ った 。
土 地 をいか に利 用 す るか が,輸 出 を左 右 して きた。 まず は じめ は羊毛 産 業 で
あ りx19世 紀 後 半 に は,小 麦,肉,バ タ ーが 加 わ っ た。 特 に金 も,19世 紀 に
は重 要 な役 割 を演 じた 。 実 際,1830年 代 は じめ か ら20年 間 はi羊 毛 が オ ー ス
トラ リア最 大 の輸 出 品 で あ った が,1851年 の ニ ュー サ ウス ウ ェー ル ズ お よび,
ビク トリア で の金 鉱 発 見 に よ って,i年 代 は じめ か ら20年 間 は金 が 最 大 の
輸 出 品 とな っ た。X850年 代 の 金鉱 ブー ム は,移 民 を強 く引 きつ け,1860年 ま
で は,オ ー ス トラ リア の人 口 はs115万 人 に達 した 。 こ う して,金 ブー ム の10
1
年間 に,人 口は,ほ ぼ3倍 に増 えたのであ る。1871年 には,再 び羊毛が,オ
ー ス トラ リアで トップの輸 出品 となった。1960年 代後半 に,鉱 産物 の発見 ・
開発 によって オース トラ リアが新 たな成長 の段 階 に入 るまで,羊 毛が ほ とん
どの期 間 を通 じて輸 出品 の トップの地位 を保 っていた。
オー ス トラ リア経済 の歴史的発展 を見 る と,い くつか の特徴 を指摘 で きる。
その第1は,建 国以来現在 まで,経 済 に占 める農産物 ・羊毛 ・鉱物 といった
1次 産 品の比重が高 い とい うこ とであ る。経済 が発 展す るにつれて,産 業 の
構 成が1次 産業 か ら2次 産業,さ らに3次 産業 へ とその重点 を移 してい くと
い うコー リン ・ク ラー クの法則 があ る。オース トラ リアの経済発展 は,他 の
先進諸 国 と比較 す ると,1次 産業 の比 重が高い とい う特徴 が ある。
第2は,オ ース トラ リアの経済発展 にお いて,農 牧業 や鉱業 を中心 とした
伝 統部 門 と製造業 やサー ビス業 を中心 とした近代部 門 とい う2つ の部門 との
間 に,生 産性 や賃金水準 の格差 が小 さい水準 で経済発 展 して きた とい う均衡
発展で あった とい う特徴 があ る。一般 的 に,経 済発 展の場 合,日 本 も同様 で
あるが,工 業化 の進展過程 で,1次 産 業の伝統部 門 と,2・3次 産業 の近代
部 門 との間で,格 差構造 が生 じ,経 済 内部 にお いて生産性 や賃金水準 の格差
が拡大す る とい う不均衡発展 が生 ず る傾 向が ある。オー ス トラ リアの場 合,
必ず しも不均衡発展 を生 じず経済発展 して きた とい う特 異性 を指摘で きる。
第3は,オ ース トラ リアの建 国以来,資 本形成 にお いて,外 国資本 の比 重
が高 い とい う特徴 があ る。 オース トラ リアの産業 に占める外資系企業 の比 重
が高 く,ま た,対 外債務 も多い。
第4は,オ ース トラ リアの産業政策 として,保 護 主義 的政策 を長 く採 って
きた ことで ある。特 に,オ ース トラ リアの製造業 は,こ の保護 主義の もとで,
輸 入代替 としての性格 を持 ち,国 際競争力 は低 い状 況で あった。
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図 衰1経 済 成 長,失 業,イ ン フ レー シ ョンの 推 移
(1959-60年 期 か ら1973-74年 期 まで)
1966-67年 期 の 金 額 消費者物価指数
を基 準 と した実 質 失業 (GPI)
年 GDP 1980-81=100
100万 変化 失業者数 失業率 インデックス 変 イヒ
(豪 ドル)(%) (1000人)(%) cis
X959-60 16,374na. 9S2.4 27.32.6
1960-61 16,9243.4 992.3 28.44.0
1961-62 17,1211.2 1393.2 28.50.4
1962-63 18,2866.8 992.3 28.60.4
1963-64 19,5997.2 751.7 28.91.0
19fi4-fi5 2,9917.1 52*1.2* 29.93.5
1965-66 21,4342.1 54.2 31.03.7
19ss-s7 22,gg4s.s 791.6 31.82.6
1967-68 23,7554.0 87!.7 32.93.5
1968-69 25,873$.9 Sll.fi 33.72.4
10s970 27,4916.3 791.5 34.83.3










第2節 第2次 大戦 後 の オ ー ス トラ リア経 済
(1)1960-14年 の オース トラ リアの経 済 持続的成長期
第2次 大 戦 直 後,オ ー ス トラ リア経 済 はや や 停 滞 した が,1960年 頃 か ら74
年 頃 まで堅 調 な経 済 成 長 を持 続 した 。 図 表1は,59-60年 期 か ら73-74年 期 ま
で の,オ ー ス トラ リア の 主 要 な経 済 指標 を見 た もの で あ る。50年 代 で は,実
質 経 済 成 長 率(GDP)の 平 均 は,4.73%で あ っ たが,60-61年 期 か ら73-74年
期 まで の 実 質 経 済 成 長 率 の平 均 は,5.16%,60--61年 期 か らfig-70年 期 まで の

















6%を 上 回 る年 もあ った 。図 表2は,49-50年 期 か ら84-85年 期 まで の,1人 当
た りの 実 質 経 済 成 長 率(GDP)を 見 た もの で あ る。 これ を見 る と,63年 か
ら,1人 当 た りのGDPも,堅 調 に増 加 して い る。 この時 期 は,失 業 率 の レベ
ル が低 位 の状 況 で,持 続 的 経 済成 長 が 達 成 され た。60年 代 の失 業 率 の年 平 均
は,61-fit年 期 を除 い て,1-2%台 で あ っ た(図 表1参 照)。 雇 用 総 数 は,59-
60年 期 の409万5000人 か ら1973年 に は889万 人 に増 加 した。 ほぼ完 全 雇 用 の状
況 に加 えて,60年 代 は,比 較 的 低 い イ ン フ レ状 況 で推 移 した 。 図 表1は,消
費 者 物 価 指 数(CPI)の 統 計 を も示 じて い るが,60年 代 の平 均 は2.5%程 度 の
上 昇 で あ った 。 しか し,70年 代 に は い る と,物 価 はや や 上 昇 して きた 。
この 時期 の 経 済 発 展 の主 要 な原 因 は,生 産 ・労働 ・資 本 の海 外 か らの流 入
で あ る。海 外 か らの移 民 は,こ の時 期 に オ0ス トラ リア の人 口増 加 の41%を
占 めた 。 図 表3は,1957年 か ら73年 まで の,オ ー ス トラ リア の移 民 状 態 を見
た もの で あ る。70年 の約25万 人 を ピー ク に,60年 代 は移 民 が増 加 傾 向 に あ っ
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移 民 者 数 か ら 移 住 者 数


















(出 所)H.DysterandD.Meredith,Australiain'加 ∫η'6初 α加%81Economy
,
CambridgeUniversityPress,1991,p.236.
た 。 オ ー ス トラ リア へ の移 民 者数 か ら海 外 へ の移 住 者 を差 し引 い た 数字 を見
て も,か な りの プ ラ ス とな っ て い る。60年 代 前 半 の年 平 均 の移 民 者 数 か ら移
住 者 数 を差 し引 い た数 は,約8万5000人,60年 代 後 半 の それ の数 は約12万 人
で あ った。 この よ うな移 民 者 の急 増 に よ る人 口増 加 は,労 働 力 を拡 大 し,生
産 力 を向上 させ,ま た,道 路 ・輸 送 ・医 療 ・学 校 ・エ ネ ル ギ ー とい っ た社 会
資 本 の需 要 を も拡 大 す る とい う,経 済効 果 を産 ん だ。 移 民 の 急増 は}低 い失
業 率 の元 で もた ら され た の で あ る。
外 国 資 本 も,こ の時 期,オ ー ス トラ リアの 経 済 の生 産 を高 め た。 図 表4は,
1959so年 期 か ら73-74年 期 まで の,海 外 か らお よ び海 外 へ の直 接 投 資 と間接
投 資 の 流 入 と流 出 の 推 移 を示 した もの で あ る。60年 か ら70年 代 初 頭 まで,海
オーストラリアの経済と産業政策について5
図 表4海 外 か ら お よび 海 外 へ の 直 接投 資 と間 接 投 資 の 流 入 と流 出
(1959-60年 期 か ら1973-74年 期)
(単位:100万 豪 ドル)
オース トラ リアへの直接投資 オー ス トラ リアの海外 への投 資
年


















外 か らの投 資,特 に直接投資 は拡大傾 向にあ った。外 国企業 のオース トラ リ
アへ の直接投資 は,高 関税や輸入制 限 に対処 す るための輸入代替 を目的 とし
た もの,お よび,オ ース トラ リアへの市場拡大 国内の消費 需要の急増 に
よる を目的 とした ものが多い。 また,外 国資本 は,60年 代後半 にブー ム
とな った天然資源 開発 にお いて も重要 な役割 を演 じた。67-68年期 の海外 か ら
の直接投 資額 は約10億 豪 ドルで あったが,70-71年 期 は約15億 豪 ドル強 と,約
50%ほ ど増 えてい る。 この時期 の直接投資 のかな りはi天 然資源 開発 に関連
した投資 であ る。
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図 表5(a>オ ー ス ト ラ リ ア の 貿 易 収 支(1919-80年 期 か ら1988-89年 期)














(出 所)B.DysterandD.Meredith,Australiaintheノ η'`・7"磁oη α1Economy,
CambridgeUniversityPress,1991,p.268.
②1974年 か らas年 までの オース トラ リア経 済一一 不確実の時代
1973年12月 の石 油価 格 の急 騰 に端 を発 した世 界 経 済 の不 況 は,オ ー ス トラ
リア の経 済 に も重 大 な影 響 を与 えた。 輸 出 品 と輸 入 品 の価 格 は上 昇 した が,
輸 入 品 に つ い て は数 量 が 増加 した の に対 して,輸 出 品 は数量 が 減 少 した。 そ
の結 果,77-78年 は,サ ー ビス を除 く貿 易収 支 が 前 年 度 よ り約25%落 ち 込 み,
貿 易 収 支 は赤 字 に転 落 し,対 外 債 務 もGDPの3.5%に 拡 大 した。図 表5(aXb)
は,71-72年 期 か ら88-89年 期 まで の,オ ー ス トラ リア の貿 易収 支 と経 常 収 支
の推 移 を見 た もの で あ る。 オ ー ス トラ リア で は,慢 性 的 に経 常収 支 の 赤 字 が
続 い て い る。
1973-74年 期 の オ ー ス トラ リア の物 価 上 昇 率(CPS)は,13.1%,74-75年 期
は16.7%に 高騰 した 。 これ に対 応 して,賃 金 も上 昇 し,75-76年 期 に は,最 低
賃 金 が 男性 で30.5%,女 性 で39.9%増 加 した 。 ウ ィ トラム労 働 党 政 権 の 財 政
支 出 は,74-75年 期 で は46%,75-76年 期 で は22.3%前 年 度 よ り増 加 し,財 政
オース トラリアの経済と産業政策について7
図 表5(b)オ ー ス トラ リア の 貿易 収 支,
貿易外
年 輸出 輸入 貿易収支
運輸 旅行
1971-72 4,722 3,791 931
一307-106
1972-73 5,991 3,808 2,153
一288-一 一一171
1973-74 6,704 5,754 956 一503-261
1974-75 8,442 7,652 790 一527-412
197576 9,446 7,922 1,524
一558-589
197fi-77 11,446 10,350 1,096
一748-666
1977-78 12,006 11,150 856
一SOO-709
1978-79 14,072 13,386 686
一938-773
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赤 字 はGDPの4%を 超 え る額 とな った 。 しか し,経 済 成 長 は ス ロー ダ ウ ン
し,74-75年 期 は,2%成 長 とな り,不 景 気 とイ ン フ レの共 存 した ス タ グ フ レ
ー シ ョンの 経 済状 況 とな った 。
図表6は,1970-71年 期 か ら88-89年 期 まで の,物 価 上 昇 率,実 質GDP成 長
率,失 業 率 の 推移 を見 た もので あ る。 オ ー ス トラ リア は,70年 代 の 中期 か ら,
ス タ グ フ レー シ ョンの 状 況 とな り,政 府 の財 政 支 出増 や賃 金 政 策 が事 態 を さ
らに それ を悪 化 させ た 。他 のOECD諸 国 と比 較 して も,70年 代 の オ ー ス トラ
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不動産 移転収支 その他 合計 スの割合
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リア経 済 の成 果(失 業 率,イ ン フ レー シ ョン,成 長 率 等 の主 要 な経 済 指 標)
は,芳 し くな か った。 この 時 期,オ ー ス トラ リア経 済 が低 迷 した原 因 として
考 え られ るの は,貿 易 量 の 減 少,高 い賃 金 上 昇,財 政 支 出 の増 大,等 が あ げ
られ よ う。 他 のOECD諸 国 の輸 出品 目の 中心 が工 業 製 品 で あ るの に対 して,
オ ー ス トラ リア の輸 出 品 目 は,鉱 物 ・農 畜 産 物 とい った1次 産 品 に依 存 して
い る構 造 とな って お り,不 安 定 な市 況 に左 右 され る脆 弱 な貿 易 構 造 とな って
い る。 また,70年 代 の賃 金 の急 激 な上 昇 につ い て は,オ ー ス トラ リア は賃 金
オーストラリアの経済と産業政策について9
図 表6オ ー スhラ リアの ス タ グ フ レー シ ョンの推 移













の平均 33.93.3 n.a.6.1 841.fi
1971-72 39.Ofi.S 9s,oss5.3 1442.5
1972-73 41.35.9 XOO,36554.5 los1.s
1973-74 4fi.7×3.1 104,5434.2 1412.4
1974-75 54.5×6.7 106,622.0 2784.fi
1975-76 61,512.8 109,5742.8 2934.7
1976-77 70,114.0 1ユ2,5352.7 3595.7
1977-78 76.79.4 113,5080.9 3986.2
1978-79 83.08.2 119,3275.1 3785.9
1979-SO 91,410.1 121,3491.7 3955.9
1980-81 100.09.4 124,7912.8 3815.6
1981-82 110,410.4 127,4472.1 4sls.7
1982-83 123,111.5 126,209-1.0 6879.9
1983-84 131.66.9 132,7405.2 soyg.s
1984-85 137.24.3 139,6315.2 5717.9
1985-86 148.78.4 145,9334.5 5998.0
1986-87 162.69.3 148,8232.0 5997.8
1987-88 174.47.3 154,1813.6 5396.9
1988-89 187.37.4 161,6813.3 4695.71
(出 所)B.DysterandD.Meredith,Australiain'加InternationalEcvnvmy,
CambridgeUniversityPress,1991,p.271.
決 定 の多 くが 強 制 仲 裁 シス テ ム と賃 金 イ ンデ ック ス に よっ て決 定 され て い る,
とい う構 造 的 体 制 か ら必 然 的 に生 じた もの で あ る。 さ らに,政 府 の財 政 支 出
の増 大 は,社 会 福 祉 の充 実 ・所 得 の再 分 配 とい うニ ー ズ か ら生 じた の で あ る。
1975年 か ら78年 の時 期 に,物 価 上 昇 率 が 年14%,失 業 率 が戦 後最 高 の6.2%
の年 が あ り,77-78年 期 は実 質 経 済 成 長 率 が1%を 下 回 る とい う状 態 で あ った。
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70年 代 の後 半 か ら,先 進 諸 国 は石 油 シ ョ ックか ら回復 しs経 済 は成 長 基 調 と
な り,世 界 の貿 易量 も増 加 した 。オ ー ス トラ リア経 済 も若 干 持 ち直 し,78-79
年 に は,実 質 経 済 成 長 率 が5.1%,輸 出額 が17%増 とな り,貿 易収 支 も改 善 さ
れ た。
1979年,第2次 オ イ ル シ ョ ックが起 こ り,ま た世 界 の経 済 は低 迷 す る こ と
に な る。 これ は,オ ー ス トラ リア の経 済 に大 き な打 撃 を与 え た。80-81年 期 と
…s年 期 に は,オ ー ス トラ リアの輸 出 額 は それ ほ ど増 えな か った が,輸 入 額
が 急増 し,貿 易収 支 は,黒 字 か ら赤 字 に転 落 した 。 これ まで の オ ー ス トラ リ
ア の 国 際収 支 は,慢 性 的 な貿 易 外 収 支 と移 転 収 支 の 赤 字 を,貿 易 収 支 の黒 字
で::す る とい う構 造 とな っ て い た(図 表5(b)参 照)。80年 以 降,貿 易 収 支 の
赤 字 傾 向 が続 き,経 常収 支 が さ らに悪 化 した。8r82年 期 の 経 常 収 支 の赤 字 幅
は,約90億 豪 ドル,こ の 金 額 は オ ー ス トラ リア のGDPの 約6%に 相 当 す る額
で あ った。82-83年 期 か ら,や や経 常 収 支 の 赤 字 幅 が 減 少 し,84-85年 期 で は
黒 字 に転 じた が,85-86年 期 か ら再 び赤 字 に転 落 して い る。88-89年 期 の,オ
ー ス トラ リア の経 常 収 支 の赤 字 幅 は
,約174億 豪 ドル,こ の金 額 はオ ー ス トラ
リア のGDPの 約5.2%に 相 当 す る額 で あ る。 オ ー ス トラ リアの 貿 易 は,輸 出
品 の多 くが1次 産 品 で,こ れ は市場 価 格 が 不 安 定 な上 に,一 般 的 に需 要 の 価
格 弾 力 性 が 低 い た め,輸 出額 が 伸 び な いの に対 してy輸 入 品 の 多 くは,工 業
製 品,輸 入 代 替 として の生 産 設 備 や部 品 ・原 材 料,石 油 とい った生 産 や 生 活
の基 礎 とな る品 目が 多 く,輸 入 額 を減 らす こ とが 困難 で あ る とい う構 造 的 問
題 を は らんで い る。 この よ う に,オ ー ス トラ リア の貿 易 収 支,貿 易外 収 支,
経常 収 支 の慢 性 的 悪 化 は,オ ー ス トラ リア 経 済 に暗 い影 を与 えた。
図 表7は,1980年 か ら89年 まで の,米 ドル に対 す る豪 ドル の交 換 レー トの
推 移 を見 た もので あ る。 経 済 不 況,イ ン フ レの 昂 進,経 常 収 支 の悪 化,対 外
債 務 の増 大 とい った オ ー ス トラ リア経 済 の状 況 を反 映 して,豪 ドル の為 替 レ
ー トは,減 価 す る傾 向 に あ る。81年 の11月 か ら84年 の7月 まで,豪 ドル は米
ドル に対 して,約48%と 著 しい減 価 とな った 。 さ らに,84年 の初 頭 か ら86年
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の 中 頃 の 間 に も,豪 ドル の減 価 は米 ドル に対 して約37%の 減 価 とな っ た。86
年 の中頃か ら88年 末頃 まで,豪 ドルの米 ドル に対 す る交換 レー トはやや回復
図 表7オ ー ス トラ リア 豪 ドル の 米 ドル に よ る交換 レー ト













図 表8オ ー ス トラ リアの 対 外 債 務(1975-89年)













し,豪 ドル 高 の傾 向 が続 い た が,89年 に入 りまた減 価 傾 向 とな った。
図 表8は,1975年 頃 か ら89年 まで の,オ ー ス トラ リア の対 外 債 務 の状 況 の
推 移 を見 た もの で あ る。82年 頃 か ら,民 間 ・公,共部 門 と も対 外 債 務 が 急激 に
拡 大 して い る。
第3節 オ ー ス トラ リア経 済 の構 造 と現 状
(a)経 済 成 長 率
図 表9(a)は,1900年 か ら1988年 まで の オ ー ス トラ リア のGDPの 推 移 を見
た もので あ る。これ をみ る と,オ ー ス トラ リア の21世 紀 の 間 のGDPは,明 ら
か に拡 大 傾 向 に あ る。 た だ,GDP成 長 率 は,時 期 に よ りか な り変 動 して い
る。1900年 代 初 頭 オ ー ス トラ リア のGDPは,急 速 に拡大 した 。その 後,第1
次 大 戦 と第2次 大 戦 の間 は,成 長 率 が鈍 化 したが,第2次 大 戦 後 は,再 び高
いGDP成 長 を遂 げ た。70年 代 か ら,や やGDP成 長 率 が 低 下 して い る。図 表
9(b)は,GDP成 長 率 の 変 動 を表 した もの で あ る。これ を見 る と,GDP成 長 率
は年 度 の変 動 が 著 しい とい う特 徴 が うか が え る。
オ ー ス トラ リア の経 済 は,近 年,堅 調 に推 移 して い る。 図 表10は,最 近 の
GDPを 中 心 と した 経 済 指 標 の 推 移 を見 た も の で あ る。 実 質 国 民 総 生 産
(GDP)を 見 る と,1990-91年 期 は,マ イ ナ ス成 長 とな った が,91年 よ り回復
し,91-92年 期 は,0.2%,92-93年 期 は3.3%,9.3-94年 期 は4.9%,94-95年 期
は4.2%,95-96年 期 は3.4%の プ ラス成 長 とな っ て い る。96-97年 期 も,3%台
の成 長 が 期 待 され て い る。
(b)イ ン フ レー シ ョン
消費 者 物 価 指 数 に よ るイ ン フ レー シ ョンの統 計(CPI)に よ る と,1991-92
年期 は,1.9%,92-93年 期 は1.0%s93-94年 期 は1.8%,94-95年 期 は4.5%,
95-96年 期 は3.2%の プ ラス で あ った 。91年 か ら94年 まで1%台 とい う低 い イ
ン フ レー シ ョン レー トで あ った理 由 と して,景 気 後 退 の影 響,賃 金 の抑 制,
生産 性 の 向 上,企 業 競 争 の激 化,輸 入 品 に対 す る関 税 の低 下,等 が 考 え られ
オース トラリアの経済と産業政策について13
る。95年 か らや やCPI指 数 が上 昇 して い るが,こ れ は一 時 的 で,賃 金 の 引 き
上 げ,為 替 レー トの豪 ドル安 に よ る輸 入 品価 格 の上 昇,政 府 に よ る税 金 の 引
図 表9オ ー スhラ リア のGDPの 推 移(1900年 か ら1988年 まで)
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図 表10GDP成 長 の 推 移(1991-92年 期 か ら1995-95年 期)
年
実質GNPネ ッ ト輸出 実質GDP
成長率(%)増 加率(%)成 長率(%)






(出 所)R.Prince,M.PrinceandA.Forsyth,、4κs伽 磁 ηE6θ η(,珈6S孟 認 繍cs
1996--97,WarringalPublications ,1996,p.6.
き上 げ,等 に よ る もの で あ る。95年 か らは,消 費 者 物 価 は,落 ち着 い て推 移
して い る。
(c)失 業 率
図 表11は,オ ー ス トラ リアの1900年 か らの失 業 率 を示 した もの で あ る。 失
業 率 が 最 も高 か った の は,27年 か ら第2次 大 戦 が勃 発 した39年 まで の時 期 で
あ る。29年 か ら33年 は,世 界 的 に大 不 況 に見 舞 わ れ た時 期 で あ る。 これ 以 降,
失 業 率 は低 位 に推 移 し,70-71年 に は,2%台 とい う低 い水 準 で あ った 。 しか
し,70年 代 半 ば よ り失 業 率 が 拡 大 し,82,83年 に は,9%台 の高 水 準 とな っ
た。83年 か ら88年 まで 失 業 率 は低 下 傾 向 とな った が,89年 よ り再 び増 加 して
い る。92年9月 に は,失 業 率 は,戦 後 最 高 の11 .3%に 達 した。
図 表12は,1991-92年 期 か らの最 近 の失 業 率 の推 移 を見 た もの で あ る。失 業
率 は,91-92年 期 か ら93-94年 期 まで10%を 越 え る高 水 準 で あ った が,近 年8
%台 で推 移 して い る。 特 に若 年 労 働 者 の 失 業 率 が 高 く,9596年 期 で見 る と,
15-19歳 の年 齢 層 の失 業 率 は,27.9%で あ り,20歳 以 上 の失 業 率 が8%で あ る
の と比 較 す る と極 め て 高 い数 字 とな っ て い る。男 女 の労 働 参 加 率 を95-96年 期
で見 る と,男 性74%,女 性53.9%と い う数 字 とな っ て い る。91年 か ら女 性 の














図 表12失 業 率 の 推 移(X991-92年 期 か ら1995-96年 期)
長期 間(52週
15-19歳 の20歳 以上 の 失業期間の 以上)失 業 し
年









る家計 所 得 の減 少 や横 ば い を補 う 目的 で の主 婦 パ ー トの増 加 が主 た る原 因 で
あ ろ う。 国 際 比 較 で見 る と,オ ー ス トラ リア の失 業 率 は依 然 高 く,こ れ が オ
ー ス トラ リア経 済 の最 も深 刻 な課 題 とな って い る。95-96年 期 で の,失 業 率 の
国際 比 較 に よ る と(図 表19参 照),ア メ リカ5.5%,日 本3.4%,OECD諸 国6.9
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%に 対 して,オ ー ス トラ リア は8%で あ り,依 然 と して 失 業 率 は高 水 準 で あ
る。
(d)賃 金
実 質 所 得 の指 標 で あ る,実 質 賃 金 の レベ ル を見 て み よ う。 図表13は,1900
年 よ り88年 まで の実 質 賃 金 の推 移 と変 動 を見 た もの で あ る。 実質 賃 金 は,変
動 が あ る に し ろ,増 加 基 調 とな って い るが,70年 代 中旬 よ り88年 まで 実 質 賃
金 の増 加 が停 滞 して い る傾 向 を示 して い る。85年 と86年 は,実 質 賃 金 上 昇 率
が,マ イ ナ ス1.7%,マ イナ ス3.1%と 実質 マ イ ナ ス とな っ た。
図表14は,1991-92年 期 か らの賃 金 上 昇 の推 移 を見 た もの で あ る。名 目賃 金
上 昇 率 は,91-92年 期 が2.9%,92-93年 期 が2%,93-94年 期 が2.9%,9495年
期 が3.4%,95-96年 期 が2.6%の 上 昇 とな っ て い る。94-96年 の賃 金 上 昇 率 が,
消 費 者 物 価 上 昇 率 をや や下 回 る水 準 とな っ て お り,全 体 的 に賃 金 が 抑 制 され
て い る状 態 とな っ て い る。
(e)貿 易 構 造
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図 表14平 均 賃 金(週);実 質 労働 コス トと消 費 者 物価 指 数(CPI)




金上昇率(%) 数(CPI) 者労働 コス ト
上昇率(%)
1973=100
X991-92 4.7 2.9 1.9 98.4
1992-93 1.7 2.0 1.O 97.7
1993-94 3.0 2.9 1.8 97.2
199-95 4.1 3.4 4.5 9fi.7
1995-96 4.2 z.s 3.7 98.6
(出 所)R.Prince,M.PrinceandA.Forsyth,AustralianEconomicStatistics
1996-97,WarringalPublications,1996,p.26.
オ ー ス トラ リア の貿 易 構 造 の現 状 を見 て み よ う。1994-95年 度 の,オ ー ス ト
ラ リア の主 要 な貿 易 相 手 国 を見 る と,輸 出 の 国 別 の シ ェア は,第1位 が 日本,
第2位 は韓 国,第3位 はニ ュー ジー ラ ン ド,第4位 は ア メ リカ,第5位 は台
湾 の順 とな って い る。輸 入 につ い て は,第1位 は ア メ リカ,第2位 は 日本,
第3位 は ドイ ツ,第4位 は イ ギ リス,第5位 は ニ ュー ジー ラ ン ドの順 とな っ
て い る。 輸 出,輸 入 と も,日 本 の シ ェアが 高 く,総 輸 出 に 占 め る 日本 の割 合
は約24%,総 輸 入 に 占 め る 日本 の割 合 は約17%と な って い る。 最近,韓 国,
香s台 湾 とい った ア ジ ア地 域 へ の輸 出 が増 加 し,イ ギ リス を中 心 と した,
ヨー ロ ッパ 地域 へ の輸 出 の比 重 が低 下 して い る。 オ ー ス トラ リア は,近 年 日
本,韓 国,ASEAN諸 国 を中心 と した ア ジ ア地 域 との 経 済 的 関 係 が 緊 密 とな
っ て きて い る。 国別 の貿 易 関係 を見 る と,ア メ リカ との 貿 易 不 均 衡 が 顕 著 で,
94-95年 期 を見 る とア メ リカ向 け輸 出 が46億488万 豪 ドル に対 して,輸 入 は160
億46万 豪 ドル と,約114億 豪 ドル の大 幅 な貿 易 赤 字 とな っ て い る。ア メ リカ か
らの輸 入 の大 半 は,輸 送 機 械,コ ン ピュー タ製 品,電 気 製 品,部 品 とい った
工 業 製 品 で あ り,輸 出 は,農 産 物,鉱 産 物 とい っ た1次 産 品 が 多 い。 これ に
対 して,日 本 は,反 対 にオ ー ス トラ リア に とっ て大 幅 な貿 易 黒 字 国 で あ る。
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94-95年 期 を見 る と日本 向 け輸 出が163億300万 豪 ドル に対 して,輸 入 は127億
7700万 豪 ドル と,約35億 豪 ドル の貿 易黒 字 とな っ て い る。
オ ー ス トラ リア の輸 出 の 中心 は,鉱 産 物,農 産 物,畜 産 物,羊 毛 品 とい っ
た1次 産 品 で あ る。1994-95年 期 の輸 出 品 の トップ7は,石 炭,金 ,牛 肉,鉄
鉱 石,羊 毛,ア ル ミニ ウム,ア ル ミナ の順 とな っ て い る。 オ ー ス トラ リア は,
付加 価 値 の高 い工 業 製 品 の輸 出 は少 な く,輸 出 の 多 くを市 場 価 格 が不 安 定 な
1次 産 品 に依 存 して い る輸 出構 造 とな って い る、,輸出 額 第1位 の石 炭 の輸 出
国 を見 る と,日 本 が約47%を 占 め断 然 トップ で,韓 国(13%),イ ン ド(8
%),台 湾(6%)の 順 とな っ て い る。 な お,他 の輸 出上 位 産 品 を見 る と,金
輸 出 で は,シ ンガ ポ ー ル(33%),日 本(28%),韓 国(21%),牛 肉輸 出 で
は,日 本(55%),ア メ リカ(22%),韓 国(6%),カ ナ ダ(4%),鉄 鉱 石
輸 出 で は,日 本(46%),中 国(17%),韓 国(15%)の 順 とな って い る。 日
本 は,石 炭,牛 肉,鉄 鉱 石 とい った産 品 の輸 出 にお い て はs過 半 数 弱 程 度 の
高 い比 重 を 占 め て い る。
オ ー ス トラ リア の輸 入 産 品 を見 る と,原 油 を除 きその 多 くは工 業 製 品 で あ
る。1994--95年 期 の輸 入 品 の上 位 を見 る と,乗 用車,コ ン ピ ュー タ,原 油,テ
レ コ ミュニ ケ ー シ ョン関連 機 器,ト ラ ック の順 とな って い る。 輸 入額 で 第1
位 の乗 用 車 の輸 入 国 は,日 本 が約58%を 占 め断 然 トップ で,ド イ ツ(14%),
韓 国(9%),イ ギ リス(6%)の1頂 とな っ て い る。 な お}他 の輸 入 品 を見 る
と,コ ン ピュ ー タ輸 入 で は,ア メ リカ(32%)Tシ ンガ ポ ー ル(20%) ,台 湾
(15%),日 本(13%),原 油輸 入 で は,パ プ ア ニ ュー ギ ニ ア(25%),ア ラ ブ
首 長 国連 邦(21%),サ ウ ジア ラ ビア(15%),イ ン ドネ シ ア(14%),テ レ コ
ミュニ ケ ー シ ョン関連 機 器 輸 入 で は,ア メ リカ(25%),日 本(19%) ,ス ウ
ェー デ ン(11%),ド イ ツ(xo%)の 順 とな っ て い る。 オ ー ス トラ リア の輸 入
品 目 を,産 業 別 に見 る と,製 造 業 で あ る第2次 産 品 が圧 倒 的 に多 く,約95%
を 占 め て お り,特 に機 械 関 連 の比 重 が 高 い。
以 上 の よ うに,オ ー ス トラ リア の貿 易構 造 の 特 徴 と して は,工 業 製 品 を輸
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入 し,1次 産 品 を輸 出 す る とい う,ど ち らか とい えば発 展 途 上 国 に近 い貿 易
構 造 とな って い る。 また,日 本 は,オ0ス トラ リア に とって極 め て重 要 な貿
易 パ ー トナ ー で あ る とい う特 徴 を指 摘 で き る。 オ ー ス トラ リア か ら石 炭,鉄
鉱 石,ア ル ミナ,牛 肉等 の 日本 に とって重 要 な1次 産 品 を輸 出 し,日 本 か ら
乗 用 車,機 械,電 気 ・電 子 機 器 等 の工 業 製 品 を輸 入 す る とい うパ ー トナ ー関
係 とな って い る。
(f)貿 易 収 支
オ ー ス トラ リア の 貿 易 収 支 を見 る と,近 年,若 干 の 赤 字 とな っ て い る。
1991-92年 期,92-93年 期 の 貿 易 収 支 は黒 字 で あ っ た が,93-94年 期 で は,5億
8900豪 ドル,94-95年 期 で は82億8200万 豪 ドル,95-96年 期 で は30億2500万 豪
ドル の赤 字 とな っ た。
(9)対 外 債 務
オ ー ス トラ リア の経 済 に とって の最 大 の 問題 は,対 外 債務 の増 大 で あ る。
1995-96年 期 の対 外 債 務 残 高(ネ ッ ト)は,1847億8200万 豪 ドル と前 年 度 に比
較 して増 加 して い る。 対 外 債 務 残 高 の ネ ッ トで 推 移 を見 る と,80年 は約85億
豪 ドル,90年 は約1227億 豪 ドル,96年(3月)は1847億8200万 豪 ドル と急 激 に
赤 字 が拡 大 して きて い る。96年 の対 外 債 務 残 高(ネ ッ ト)は,オ ー ス トラ リ
アのGDPの 約40%と い う巨額 な数 字 とな る。 この 巨額 な対 外 債 務(グ 「ロス)
に 占 め る公 共 部 門 の比 率 は約42%,民 間部 門 は約58%と,民 間部 門 の割 合 が
高 い。 対 外 債 務 の約 半 分 弱 が 自国通 貨 の豪 ドル建 て で あ る。 この 巨額 の対 外
債 務 の対 策 として,オ ー ス トラ リア政 府 は,通 貨 を安 定 させ るた め高 金利 政
策 を近 年 まで続 けて きた。 高金 利 政策 は,国 内 景 気 を多 少犠 牲 にす るが,外
国資 本 の 流 入 を促 進 し,通 貨 を安 定 させ る効 果 が あ る こ とか ら,高 金 利 政 策
を続 けた の で あ る。 また オ ー ス トラ リア の対 外 債 務 の約 半 分 強 が,外 貨 建 て
で あ る こ とか ら,豪 ドル の下 落 は 自動 的 に債 務 の増 加 に つ な が る とい う心 配
もあ り,高 金 利 政 策 を維 持 して きた の で あ る。 しか し,最 近,ホ ワー ド保 守




図 表15利 子 率 の推 移(1900-88年)











図 表16利 子 率 と経 済 活 動(1991-92年 期 か ら1995-96年 期 まで)
年 GDP
13週 間 の中 住 宅 ロー ン プ ラ イ ム レ
期証券(%) レー ト(%) 一 ト(%)
0
1991--92 0.71992年6月 s.17 10.50 10.50
1992-93 3、21993年6月 5.08 9.50 ,9.54
1993-94 4.11994年6月 5.4Q 8.75 9.00
1994--95 4.51995年6月 7.50 XO.50 10.70
1995-96 3.71996年6月 7.35 10.00 10.75
(出 所)R.Prince,MPrinceandA.Forsyth,〆1〃 ∫'襯 伽"FconnmicStatistics
lyy6-97,WarringalPublications ,1996,p.38.
て お り,今 後 どの よ うな 金 利 政策 を打 ち 出 す か関 心 が 高 まっ て い る。
(h)金 利 水 準
図表15は,オ ー ス トラ リア の利 子 率 の1900年 か ら88年 まで の変 動 を見 た も
の で あ る。60年 よ り短 期 の利 子 率(5年 以 内)と 長 期 の利 子 率(5年 以 上)に
分 けて表 示 して あ る。60年 の中 期 よ り81年 まで は,利 子 率 は上 昇 傾 向 に あ る。
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図 表17豪 ドル に対 す る米 国 ドル と英 国 ポ ン ドの 為替 レー トの 推移
(1900年 か ら1988年)

























(出 所)M.ParkinandR,Bade,掘 曜 π,召`oηo呪 然andtheAustralianEconomy,2nd
ed.,Allen&Unwin,1990,p.30.
81年 に は,実 に16.4%と い う,オ ー ス トラ リ ア 金 融 史 上 最 高 の 高 金 利 の利 子
率 を記 録 した 。
図 表16は,1991-92年 期 か ら のGDP,13週 間 の 中 期 証 券(treasury
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note),住 宅 貸 付,プ ラ イ ム レー トの利 子 率 の推 移 を見 た もの で あ る。オ ー ス
トラ リア の利 子 率 は,92-93年 期 に や や低 下 した が,か な り高 い水 準 に あ る。
95-96年 期 の 中期 証 券 の利 子 率 は,7.35%,住 宅 ロー ンの 金利 は10% ,プ ライ
ム レー トは10.75%で あ った 。最 近 で は国 内景 気 へ の配 慮 か ら利 子率 は低 下 し
て きて い る。97年9月 時 点 での,住 宅 ロー ンの 貸付 利 率 を見 る と,最 も低 い
もの で年 率6%前 後 とな っ て い る。
(i)為 替 レー ト
図 表17は,1900年 か ら88年 まで の,オ ー ス トラ リア ドル に対 す る米 ドル と
英 国 ポ ン ドとの 為 替 レー トを示 した もの で あ る。 第2次 大 戦 が終 わ って ,71
年 まで,オ ー ス トラ リア は,他 の諸 国 と同様 に固 定 相 場 制 が とられ て い た 。
71年 か らa世 界 的 に変 動 相 場 制 が と られ,オ ー ス トラ リア も変 動 相 場 制 に移
行 した。71年 か ら83年 の12月 まで,米 ドル に対 す る豪 ドル の為替 レー トは,
多 少 変 動 が あ っ た が,豪 ドル の米 ドル に対 す る減 価 はそ れ ほ どで もなか った。
それ は,変 動 相場 制 に移 行 した もの の,オ ー ス トラ リア政 府 や 中央 銀 行 が 為
替 相 場 を管理,統 制 して い た た め で あ る。 しか し,83年 の12月 よ り,こ れ ら
の規 制 が 弱 ま り,そ の 結 果 オ ー ス トラ リアの為 替 レ ー トが か な り変 動 す る よ
うに な り,84年 に は1米 ドル に対 す る為 替 レー トが,0 ,67豪 ドル と,著 しい
減価 とな った。 この レー トは,81年 と比 較 して40%近 い減 価 とな り,著 しい
図 表18オ ー ス トラ リア ドルの 為替 レー トとTWI(ト レー ド ・ウ エ イ ト ・イ ン
デ ッ ク ス)
$A1.00= Yen $US TWI
1992年6月 94.05 74.88 55.2
1993年6月 71.54 fi7.22 49.5
1994年6月 72.20 72.91 53.0
1995年6月 60.08 70.80 48.4
1996年6月 82.30 79.90 58.3
(出 所)RPrince,M.PrinceandA.Forsyth,AustralianEconomicStatistics
1996-97,WarringalPublications,1996,P・40,
オ ー ス ト ラ リア の 経 済 と産 業 政 策 に つ い て23
豪 ドル 安 水 準 で あ る。
図 表18は,1992年6月 時 点 か らの 豪 ドル に対 す る米 ドル,日 本 円 との外 国
通 貨 交 換 レー トの推 移 を見 た もの で あ る。93年 か ら95年 に か けて豪 ドル は下
落 傾 向 を示 した が,96年 か らや や 持 ち直 して推 移 して い る。97年10月 時 点 の
為替 レー トを見 る と,日 本 円 で は1豪 ドル88円 台,米 ドル で は1豪 ドル72セ
ン ト台 で 取 引 され て い る。
(j)他 の主 要諸 国 との比 較
オ ー ス トラ リア の経 済 を,他 の 主 要諸 国 と比 較 して み よ う。 図 表19は,ア
メ リカ,日 本,OECD主 要7か 国 の 平 均 とオ ー ス トラ リア を比 較 した もの で
あ る。 オ ー ス トラ リアの 経 済 は,実 質 経 済 成 長 率 は これ ら先 進 諸 国 の 中 で ト
ップ で,順 調 に推 移 して い る。イ ンフ レー シ ョンは,1995-96年 にや や上 昇 し
図 表19経 済 指 標 の 国際 比 較(1993-94年 期 か ら1995-96年 期)
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た が,比 較 的 堅 調 で あ る。 だ が,失 業 率 は,95-98年 期 で は ア メ リカ5 .5%,
日本3.4%,OECD諸 国 平 均6.9%に 対 して オ ー ス トラ リア は8 .0%と,最 も高
い水 準 とな って い る。 国 際比 較 か ら見 て もオ ー ス トラ リアの 失 業 率 は依 然 と
して高 い が,近 年 や や低 下傾 向 に あ る こ とか ら,若 干 の 改善 の 兆 候 が うか が
わ れ る。 また,GDPに 対 す る経 常 収 支 の黒 字 ・赤 字 額 の割 合 を見 る と,オ0
ス トラ リア は これ らの先 進 諸 国 の 中 で,最 も赤 字 の 割 合 が 高 い。95-96年 期 を
見 る と,ア メ リカ の経 常 収 支 赤 字 のGDPに 対 す る割 合 は2 .3%で あ るの に対
して,オ ー ス トラ リアの赤 字 はs4 .8%と 高 い水 準 に あ る。
第4節 外国か らの資本流 入 と外資 によ る企 業資本所有
オー ス トラ リアは,建 国以来,資 本形 成 において,外 国資本 の比重 が高か
った とい う特徴が あ る。現在 で も,資 本形成 にお ける外国依存度 が高 く,特
に製造業部 門 には外 資系企業が多 い。 さらに,生 産技術 にお いて も外 国依存
度が高 い傾 向があ る。
(1)オ ース トラ リアの資本流入の歴史
オー ス トラ リアの経済成長率 が高 く,高 い生活水準 とその上昇 とを同時 に
維持 して きた のは,歴 史的 に は資本 と移民 との大量流入 のおかげであ った。
外国資本 は,国 内貯 蓄 を補 い,ま た国際収支 に生 ず る赤字 を埋 め るの に必 要
であ った。 図表20は,オ ース トラ リアにお ける総 固定 資本 支出 に対す る純資
本輸 入 の割合 を示 した もので ある。1950年 代初 めか ら60年 代後 半 まで,年 に
よってか な り変動 しなが ら も,毎 年平均 して投資総額 のお よそ9-12%を 外国
資本 によって まか なわれ ていた。 しか し,70年 代 に前半 にな る と,投 資総額
に占め る外 国資本 の割 合が約4%台 に減少 した。80年 代 にはい る と,ま た外
国資本 の割合 が高 くな り,1980年 代後半 に はs年 平均21.5%ま で上昇 した。
オース トラ リアへの戦後 の海 外か らの資本流入 の規模,形 式,借 入先 に は,
四 つの特徴が あ る。
第1に,近 年 の資本流入 の大半 は民 間企業 に よる ものであ る。 図表21は,
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図表20オ ー ス トラ リア の 総 固 定 資 本 支 出 に対 す る純 資 本 輸 入 の割 合
(1961-70年 期 か ら1990-91年 期)
純資本輸入
年度 合計 総固定資本支出に対す る


























年平 均 外 国 資 本 流 入,お よび総 固定 資 本 支 出 にお け る外 国 投 資 の割 合 を,民
間 と公共 別 に見 た もので あ る。1970年 代 の後 半 期 と84-87年 期 を除 く,1950年
か ら91年 まで の 期 間 を見 る と,全 資 本 流 入 の約5分 の4以 上 が民 間部 門 で あ
る。 これ に対 して,1901-39年 当 時 は,借 り入 れ は主 に政 府 で あ り,政 府 借 入
は合 わ せ て資 本 流 入 の5分 の4余 りに達 して いた 。歴 史 的 に見 る と1861-90年
の 時代 に もや は り政 府 借 り入 れ の 方 が 多 か った 。
第2に,戦 前 の海 外 か らの政 府 借 入 は主 に確 定利 付 証 券 で あ っ た が,戦 役
の 民 間 資本 流 入 は,1980年 あ た りまで は,主 と して外 国 企 業 に よ る直 接 投 資
で あ った 。1980年 以 降,ポ ー トフ ォ リオ や他 の投 資 が,直 接 投 資 よ り も重 要
とな っ て きた 。 投 資 形 態 は,国 内 や海 外 で の 経 済 的 政 治 的 理 由 か ら年 々大 き
く変 動 した。民 間 ポ ー トフ ォ リオ投 資 は,50年 代 初 頭 か ら拡 大 し,70-75年 期
で は オー ス トラ リア へ の外 国投 資 額 の3分 の1以 上 と急 増 した。 ポ ー トフ ォ
リオ と他 の投 資 額 の外 国 投 資 額 に 占め る割 合 は,80年 代 前 半 期 で は,約3分
の2,80年 代 の 後 半 期 で は2分 の1弱 程 度 と,高 い比 重 で推 移 して い る。
戦 後 の オー ス トラ リア へ の資 本 流入 の 第3の 重 要 な特 徴 は,ア メ リカか ら
の 流 入 と,最 近 で は 日本 か らの流 入 が増 え て きた こ とで あ る。 以 前 は,オ ー
ス トラ リア の借 入 先 は主 にイ ギ リス とア メ リカで あ っ た。1960年 代 中期 当 時,
ア メ リカ はオ ー ス トラ リア の トップの投 資 国 で あ り,海 外 か らの 資本 流 入 総
額 の47.5%を 占 め て い た。 イ ギ リスか らの 資 本 流 入 は,そ の 当時30.5%で あ
った 。80年 代 以 降,日 本 の オ ー ス トラ リア に対 す る直 接 投 資 とポー トフ ォ リ
オ投 資 が 急 増 し,日 本 が オ ー ス トラ リア 最 大 の 投 資 国 とな っ た。72-73年 期 か
ら89-90年 期 まで の 国 別 の投 資 額 の割 合 を見 る と,1位 が 日本 で18.7%,2位
が ア メ リカ で14.8%,3位 が イ ギ リスで14.7%,4位 が 他 のEC諸 国 か らで
8.3%の 順 で あ った 。
第4に,資 本 支 出総 額 に 占 め る外 国 資 本 の割 合 で見 る と,第2次 大 戦 後 は,
以 前 に比 べ る と外 国 資本 の 依 存性 が 低 下 しつ つ あ る もの の,1980年 代 か ら は
再 び外 国資 本 へ の依 存 が増 して きて い る。1880年 代 に は,投 資 総 額 の お よそ
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半 分 が 資 本 流 入 で まか な わ れ た。 次 の 高 度 成 長 期 とい っ て よい1920年 代 に は,
外 国資 本 の割 合 は固定 資本 支 出 の5分 の1に す ぎ なか っ た。 戦 後 の50年 代 か
ら70年 代 まで は,以 前 に比 べ て海 外 か らの 資本 流 入 へ の 依 存性 が 低 下 す る傾
向 を示 した。 しか し,80年 代 に入 る と外 国投 資 へ の依 存 度 が また 高 まっ て き
た 。 総 固 定 資 本 支 出 に対 す る外 国資 本 の割 合(図 表20参 照)を 見 る と,80-81
年期 か ら84-85年 期 の平 均 は18.8%,85-86年 期 か ら89-90年 期 の平 均 は21.5%
と,以 前 よ り高 くな っ て きて い る。
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に お け る外 国 資 本 の 割 合(1950-51年 期 か ら1990-91年 期)
総固定資本支出額 総固定資本支出にお
政府 と銀行 合計額 民間部門 公共部門 ける外国資本の割合
(%) 単位1⑪ ⑪万豪 ドル 単位:10砺 豪ドル 単位=10⑪万豪 ドル 民間部門 公共部門
(%) {/}
s 7 S 9 10 11
11.5 iso 1,292 70s 11.0 2.6
12.9 295 2,006 925 X2.8 4.1
4.S 483 2,956 1,393 15.6 1.7
4.0 891 4,figfi 2.91 18.2 1.6
一2
.1 x,077 7,976 3,fi85 13.8 一 〇 .6
29.0 2,fil4 16,154 7,207 11.5 10.5
13.3 XO,414 30,029 12,fi42 30.1 11.0
18.2 24,454 54,sss 18.93 36.6 23.6
27.0 15,088 35,913 15,210 30.7 zs.g
28.3 22,840 44,839 19,170 36.5 33.7
9.7 31,207 66,509 17,988 42.4 16.9 旨
a 16,493 60.03 22,420 30.4 一8 ,0
3rded.,LongmanCheshire,1993,p.160.
② 外資 に よる企業 資本の所有支配
オー ス トラ リア は,資 本 形 成 に お い て外 国資 本 の依 存 性 が 高 い傾 向 が あ る
とい う こ とは,民 間 部 門 に お い て外 資 系 企 業 の比 重 が 高 い こ とを意 味 す る。
図 表22は,オ ー ス トラ リア の産 業 にお け る外 資 系 企 業 の割 合 を見 た もの で あ
る。 な お,オ ー ス トラ リア で はs外 国 資 本 が25%以 上 の株 式 を所 有 して い る
企 業 を外 資 系 企 業 と定 義 して い る。 この 図 表 か ら,オ ー ス トラ リアの製 造 業,
鉱 業,金 融 ・保 険 業 の分 野 で,外 資 系企 業 の比 重 が 比 較 的 高 い こ とが わ か る。
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図表22オ ー ス トラ リア産業 におけ る外資系企業
外資による所有(%) オ ー ス ト ム 計
産業 年度
総 投 資 額
伸位.1⑪砺 豪ドル)





製造業 1982-83 31,059.1 12.212.71.80.232.967.1100.0
1986-87 45,508.8 10.210.52.37.93f)_969.110().0
運輸業 1983-84 6,959.7 1.02.9〔}40,95.194.9100.0
生命保険業 1953--84 3,306.8 2.720。63.213.840.359.7100.O














製 造 業 の生 産 額 に占 め る外 資 系 企 業 の割 合 は,X982-83年 期 で は32.9%,86-
87年 期 で は30.9%と な って い る。 また,鉱 業 の生 産 額 に 占 め る外 資 系 企 業 の
割 合 を見 る と,82-83年 期 で は50.4%,84-85年 期 で は44.7%と な っ て い る。
オ ー ス トラ リアの 産 業 を見 る と,特 定 の重 要産 業 にお い て,外 資 系 企 業 の
比 重 が 高 い とい う特 徴 が あ る。 例 え ば,自 動 車,化 学,石 油,石 炭,製 薬,
電 気,電 子 とい った 主 要 産 業 で,外 資 系 企 業 の割 合 が比 較 的高 い。 自動 車 産
業 で は90%強,薬 品 産 業 で は70%強,化 学 ・石 油 ・石 炭 産 業 で は60%強,電
気 ・電 子 産 業 で は40%強 が,外 資 系企 業 に よ って支 配 され て い る とい わ れ て
い る。 この よ うに,オ ー ス トラ リア で は,製 造 業 の基 幹 産 業 の分 野 で,外 資
に よ る企 業 資 本 所 有 の支 配 とい う傾 向 が強 い 。
図 表23は,規 模 別 に外 資 所 有 の現 状 を見 た もの で あ る。 これ を見 る と,企
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図表23オ ース トラ リアの外資支配の状況









外 資 資 本50-100
%の 企業 数
合計
1-4 240,628(99.1%} 816(0.4%) 339(0.6%) 242,$fi3(100%)
5-9 8s,185(99.1%) 361(0.4%} 395(0.5`) 86,94Q(100%)
10-19 35,2Q5(96.2%) 440(1.2%) 963(2.6%) 36,612(100%)
20-49 15,719(93.7%) 239(1.4%) X320(4.9%} 16,778(100%)
50-99 4,519(85.7%) 93{1.8%) 664(12.6,%) 5,275(100%)
100-199 1,530(7;3.4%) 149(2.1%) 407(19.5%) 2,085(100%)
2(}Q-499 894(fi5.4%) 87(6.1%) 384(28.1%) 1,366(goo%)
500十 361(53.2%} 143(0.6%) 214{31.5%) 679(100%}
合計 385,041(98.1%) 2,367(0.6%) 5,189(1。3%) 392,598(10f)%)
(b)オ ー ス トラ リア企業 の産 業別 による外 資支配 の状況(1995年6月 現在)
産業別





外 資 資 本50-100
%の 企業数
合計
製造業 37,898(96.1%} 358(0.9%) 1,].81(3"/0) 39,437(100%}
小売 りおよ
び卸売 り業
115,079(97.3/) 936(0.8%) 2,254(1.9%) 118,269(100%)
不動産 お よ
びサービス業
9U,X21(99.1%) 429(0.5%) 417(O.5%) 90,867(loO%)
その他 工42,043(98.6%) 644(0.4%) ].,338(0.9%) i44,025(100%





業 の規模 が大 き くな るにつれて,外 資所有 の割合 が増 えて きて いる ことが わ
か る。特 に注 目すべ きこ とは,従 業員 が500名 以上 の大企 業で はi外 資所有比
率 が50%以 上 の企 業の割合が31.5%と,高 い ことで あ る。
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この基幹産業 での外 資支配 の問題 点 として指摘 で きるこ とは,こ れ らの外
資 系企業 は,オ ース トラ リア国内 の市場 での販売 を主 目的 とした輸入代替 を
目的 として成立 した とい う性 格か ら,輸 出 に熱 心で ない とい うことで ある。
特 に,オ ー ス トラ リアの製造業 は,各 種 の保護 主義 的政策 や,国 内製造 コス
トの高 さか ら,国 際競争力 が それ ほ ど高 くない とい う状 況 にあるので,多 国
籍企業 の子会社 としてのオー ス トラ リアの外資企業 は,益 々輸 出志 向が とり
に くい。 この ようにオー ス トラ リアの製造業 は,外 資支配 とい う構造 的問題
を内在 してお り,こ れがオ ース トラ リア経済 の改革 に重大 な影響 を与 えてい
る。
第2章 オース トラ リアの産業政策
第1節 オース トラ リアの産業政策 の歴 史
オース トラ リアの産業,特 に製造業 に対 す る政策 の特徴 は,保 護主義 的政
策 の歴史 で ある と言 って もいい。輸 入品 に対 す る関税 は,オ ース トラ リアの
製造 業 に対 して最 も重要 な支援策 であ った。 オー ス トラ リアで は,製 造 業 に
対 す る関税 以外 の保護政策 として,輸 入数量制 限,・補助 金,国 産 部品使 用規
定(ロ ー カル コンテ ンツ),輸 出イ ンセ ンテ ィブ,等 を もとられた。関税 に多
少 とも依存 してい る産業 として は,生 産設 備,機 械,自 動車,電 機機 器,化
学,衣 料 品,繊 維,製 紙,等 が あ り,そ の中 の産業 のい くつか は,関 税 な し
には存立 が危 うい状 態で あった。
オース トラ リアの製造業 に対す る保護主義政策 は長 い歴 史 を持 ってい る。
オース トラ リアの保 護主義 は,国 内市場 に対 す る供給能力 が低下 しない範 囲
内で,国 内の製造工業 が雇用 を保証 し,適 切 な賃 金 を払 えるよ うに,外 国製
造工業 の競争 を排除 すべ きであ る,す なわ ち高い賃金 と雇用 は保護 主義 の も
とで維持 す る とい う考 えで ある。植 民地 としての起源 を持つ オース トラ リア
は,欧 州 か らの移民 を引 きつ けるた めには,他 国 よ り高 い賃金 と雇用 の保証
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が な けれ ば な らず,そ れ は保 護 主義 の 元 で 維 持 され た の で あ る。 また ,政 府
に とって,関 税 収 入 は,重 要 な歳 入 源 で もあ っ た。
オ ー ス トラ リ ア で 最 初 の 保 護 主 義 的 な 連 邦 関 税 は,1908年 の リ ン 関 税
(LyneTariff)で あ る と言 わ れ て い る。 リン関税 は,関 税 を果 た す 品 目 を2
倍 に し,平 均20%の 関税 の 引 き上 げ を して,連 邦 の 関税 収 入 は3倍 とな っ た。
オ ー ス トラ リア の保 護 主 義 的政 策 は,「 公 平 な賃 金(fairwages)」 とい っ た,
他 の 社 会 的 経 済 的 目 的 と密 接 に結 びつ い て い た。 保 護 主 義 は,産 業 界 が 投 資
に対 して高 い利 益 獲 得 を支 援 す る もの で あ り,強 制 仲 裁 制 度 は,労 働 者 に対
して,利 益 の 公 正 な分 配 を受 け る こ とを確保 す る もので あ っ た。
1921年,連 邦 は,リ ン関税 の税 率 を約3分 の1に 引 き上 げ た グ リー ン関税
(GreeneTariff)を 導 入 した。 この関 税 の 目的 は,第1次 大 戦 で 発 展 した 国
内工 業 を輸 入 品 との競 争 か ら保 護 し,鉄 鋼 産 業,自 動 車,組 み立 て産 業 とい
っ た オ ー ス トラ リア の 萌芽 期 の産 業 を保 護 す るた め で あ る。 また,連 邦 は,
1921年 に独 立 の諮 問 機 関 と して関税 委 員 会(TariffBoard)を 創 設 した 。 オ
ー ス トラ リア の工 業 化 は
,第1次 大 戦 と1920年 代 に,将 来 の成 長 と多様 化 の
基礎 を築 い た。 海 外 の生 産 コス トの低 下 と戦 後 の ブ ー ム の終 焉 とい う状 況 の
中 で,連 邦 は1920年 代 中期 に さ らに関税 率(特 に繊 維 と機 械 が 中心)を 引 き
上 げた 。 この 引 き上 げ に対 して,初 め の う ち は農牧 業 者 の抵 抗 が あ っ た。 製
造 業 に対 す る関税 に よる保 護 主 義 は,オ ー ス トラ リア経 済 に生 ず る生 産 費 の
上 昇 に よ る負担 が,結 局 農 牧 業 者 に ふ りか か る と主 張 した の で あ る。 この よ
うな抗 議iに応 じて,1923年 か ら28年 に か けて 国民 党 と地 方 党 の連 立 内閣,ブ
ル ー ス ・ベ イ ジ政 権 は,バ ター,チ ー ズ,砂 糖,葡 萄 とい った特 定 の 農 産 物
に対 す る保 証 価 格 制 度 や 補 助 金 制 度 を創 設 し,な ん で も保 護(protection
all-round)と な っ た。 砂 糖 の小 売価 格 を政 府 が 一 定 価 格 に抑 えて,海 外 か ら
の競 争 か ら生産 者 を保 護 す る制 度,葡 萄 の価 格 が 一 定 水 準 以 下 に落 ちた場 合,
栽 培 者 に補 助 金 を払 う制 度 を導 入 した。 さ らに,バ タ ー に つ い て は,ニ ュー
ジー ラ ン ド,ア メ リカ,ヨ ー ロ ッパ 諸 国 のバ ター と有 利 に競 争 させ るた め,
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バ ターの国内販売価格 を上 げて実質価 格 と協定価格 との差額 を酪農製 品輸 出
業者 への助成 金 にあて る政策 を実施 した。
1930年 には,世 界的不 況の勃発 に よる国 内失業対策 のため,い っそ うの保
護 主義政策 で あるスカ リン関税(Scu11inTariff)が 導入 された。 ス カ リン関
税 は,今 まで以上 に関税 率 を広範囲 に引 き上 げ,一 部 の品 目につ いて は輸 入
数 量制限や輸 入禁止 の措置が とられた。 さ らに,31年 には豪州 ポ ン ドは英国
ポ ン ドに対 して25%切 り下 げる通貨交換 レー トの変 更が行 われた。 スカ リン
関税 はオース トラ リアの 自動車組 み立 てや部 品産 業の発展 を促進 した。37年
の国産車 の国内調達率 は43-50%で あった とされてい る。図表24は1900年 か ら
40年 までのオース トラ リアの工業製品 に対 す る輸入関税率 の平均 の推移 を表
わ した もので ある。30年 の スカ リン関税 導入後,関 税率が急激 に引 き上 げ ら
れた ことが うかが える。33年 か ら,関 税委員会 の勧告 に よ り,不 況期 の期 間,
政府 が果 たす関税 はやや引 き下 げ られた。 この引 き下 げは,31年 の英 国通貨
に対 す る豪州通貨 の切 り下 げに対 す る調整 とい う意味合 い を も含 んでいた。
1930年 代 を通 じて,オ ース トラ リア は,多 くの国 と貿 易関係 の拡 大 を目的
とした通商協定 を締結 した。 その中で,最 も重要 な通商協 定 は,32年 に結 ば
34国 際経営論集No.141997
れ た オ タ ワ協 定 で あ る。 この協 定 は,オ ー ス トラ リア は,イ ギ リス か らの輸
入 品 に対 して は特 恵 待 遇 す る とい う もの で あ る。 これ に対 して,イ ギ リス は,
オ0ス トラ リア を含 むす べ て の英 連 邦 諸 国 か らの 第1次 産 品 に対 して
,引 き
続 き 自由 な輸 出 を認 め,現 行 の関 税 率 を引 き上 げ な い こ とに同 意 した 。
第2次 大 戦 後 も引 き続 き高 関税 率 に よ る保 護 主義 的 政 策 を継 続 した 。保 護
関税 対 象輸 入 品 の 関 税 率 は,1949年 の26%弱 か ら63年 に は約32%へ と上 昇 し
て い る。 また,52年 か ら,ア メ リカ等 の諸 国 か らの輸 入 品 に対 して輸 入 割 当
を も実 施 した。 この輸 入 割 当 政策 は,貿 易 赤 字 が 改 善 され て きた60年 に緩 和
され た。69-70年 期 の 関税 委 員 会 の年 次 報 告 書 に よ る と,67-68年 度 の オ0ス
トラ リアの個 々 の製 造 業 の有効 保 護 率 は,0%か ら120%ま で の 範 囲 に あ り
,
全 体 的 に見 る と製 造 業 の 有効 保 護 率 の 平 均 は46%で あ った。 この 平 均 有効 保
護 率 を年 額 に す る と,約27億 豪 ドル とな り,こ の金 額 は オ ー ス トラ リアの連
邦 ・州 ・地 方 のす べ て の政 府 機 関 の教 育 ・保 険 ・社 会保 障 ・福 祉 ・防 衛 に関
す る年 間歳 出総 額 よ り20%多 い金 額 とな る。
1973年 に関 税 を一 律25%引 き下 げ る とい うオ ー ス トラ リア の産 業 政 策 の転
期 とな る産 業保 護 削 減 政 策 が,ウ イ ッ トラム 労働 党 政権 に よ り実 施 され た 。
製 造 業 の 平均 有 効 保 護 率 は,72-73年 期 の35%か ら,73-74年 期 は27%に 低 下
した。 だ が,繊 維,衣 料,履 物,自 動 車 組 立 て や部 品 とい った特 定 の 製 造 業
に つ い て は例 外 とし,保 護 主義 政 策 を維 持 した 。 保 護 され た産 業 以 外 の 製 造
業 の有 効 保 護 率(effectiverateofprotection)は,74年 の23%か ら81年 に
は14%と 低 下 してい るの に対 し,こ れ らの保 護 され た製 造 業 の平 均 は74年 の
45%か ら81年 に は130%と 著 し く上 昇 して い る。74年 か ら繊 維 衣 服
,履 物,
自動 車 に対 す る輸 入 数 量 制 限 や,関 税 割 当 制 度 とい っ た非 関 税 障壁 が 導 入 さ
れ た。 この よ うに,高 度 に保 護 され た特 定 産 業 に対 す る産 業 政 策 の再 強 化 が
実 施 され た。 図表25は,1968-69年 期 か ら2000-01年 期 まで の 平 均 有 効 保 護 率
の 推 移 を,製 造 業 平 均,乗 用車,繊 維,衣 服 と履 物 別 に見 た もの で あ る。
1980年 代 に な り産 業 政 策 が保 護 主義 か ら,よ り一 層 の 自由 主義
,市 場 原理
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乗用 車 と部 品(ASIC323)衣 服 と履物(ASIC24)
(出所)BureauofIndustryEconomics,SettingtheScene,MicroReform-lmpacton
Firms(Report96/1),AustralianGovernmentPublishingService,1996,p.19.
主 義 に 転 換 し て い く。83年 に は,労 働 党 が ふ た た び 政 権 を奪 取 し,ボ ブ ・ホ
ー ク が 首 相 とな っ た 。 ホ ー ク 労 働 党 政 権 は,段 階 的 に保 護 主 義 を撤 廃 し て い
く政 策 を 実 施 した 。 構 造 調 整 を必 要 とす る製 造 業 に つ い て,個 別 産 業 政 策 が
立 案 さ れ た 。83年 の 鉄 鋼 業 再 建 計 画,84年 の 自 動 車 産 業 政 策(バ トン ・プ ラ
ン),86年 の 繊 維,衣 料,履 物 産 業 再 建7か 年 計 画 な どが あ る。 い ず れ の 個 別
産 業 政 策 も,保 護 主 義 の 削 減 を 通 じた 当 該 産 業 の 合 理 化 案 が 中 核 で あ る。
また,ホ ー ク政 権 の 「合 意 に基 づ く経 済 運 営 」 に よ る産 業 政 策 の た め に,
オ ー ス トラ リア 製 造 業 協 議 会(AustraliaManufacturingCouncil:AMC)
が,政 府,産 業 界,労 働 組 合 の3者 協 議 の 場 と し て 新 た に 創 立 さ れ た 。
1980年 代 後 半 に 入 っ て,保 護 主 義 政 策 か らの 決 別 へ の 志 向 が ます ま す 高 ま
っ た 。88年 の 経 済 声 明 で は,輸 入 割 当制 度 の 廃 止,製 造 業 に 対 す る平 均20%
の 関 税 保 護 の 削 減,乗 用 車 に 対 す る関 税 保 護 の 削 減 べ 一 ス の 加 速 化 な どが 発


















































この保 護 主義 か らの 決別 の 流 れ を加 速 した の が,1980年 代 の 経 済 環 境 の悪
化,特 に貿 易 収 支 の悪 化 と豪 ドル レー トの下 落 で あ る。 図表26は ,70年9月
か ら94年9月 まで の貿 易 収 支 イ ン デ ック ス と豪 ドル の交 換 レー ト(貿 易 ウエ
イ トイ ン デ ッ クス)の 推 移 を見 た もの で あ る。80年 代 前 半 に貿 易 収 支 はか な
り悪 化 し,ま た 豪 ドル レー トもか な り下 落 して い る。
第2節 新産業政策
オー ス トラ リア政府 は,1991年3月,「 競 争力 あるオース トラ リア を築 くた
め に」 と題 す る新産 業政策 を発表 した。 この政策 は関税保 護 を大幅 に削減 す
るこ とに よ り国内市場 の競 争 を促進 させ る とともに,税 負担軽減 な どの追加
的措置 とあわせ,オ ース トラ リアの製造 業 の国際競争力 の強化 を狙 った もの
であ る。
新産業政策 で は,関 税保 護 削減措置 がその中核 となってい る。 その関税 引
き下 げ措置 の概 要 は以 下で ある。
① 一般関税率 は乗 用車 と繊維,衣 料,履 物 を除 き,現 行 の10%あ るいは
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図表271990年 か ら2000年 までの各品 目の関税率の引 き下げ 目標
(%)
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15%か ら1996年7月 まで に一 律5%に 段 階 的 に引 き下 げ る。
② 乗 用 車 の 関税 率 を,バ トン ・プ ラ ンが終 了 す る1992年 時 点 の35%か ら
2000年 に は15%に まで 引 き下 げ る。
③ 繊 維 ・衣 料 ・履物 の関 税 率 は,現 行 の55%か ら2000年 には最 高 で25%
まで 引 き下 げ る。
④ 繊 維 ・衣 料 ・履 物 に適 用 され て い る輸 入 数 量制 限 を1993年3月1日 ま
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で に,補 助 金制度 は95年7月1日 まで に廃 止す る。
図表27は,1990年 か ら2000年 までの各 品 目の関税 率 の引 き下 げ 目標 で ある。
また,関 税 引 き下 げ以 外の ビジネス ・コス ト引 き下 げのた めの措置 として,
① 生産関連投入財 お よび活動 に対 す る売上税(SalesTax)の 免税範 囲の拡
大,② 減価償 却制度 の簡素化 な どを導入す る。
以上 の よ うに,新 産業政策 で は,従 来 の保護 主義的政策 を大転換 しy市 場
原理 を優先 した よ り自由競 争 を重視 した産業政策 を志向 している。
今 回の新産業政策 で は,前 述 した ように,例 外措 置 として保護 された繊維 ・
衣料 ・履物,自 動車 な どの産 業 に対 して も,大 胆 に自由化 を求 めている。
オー ス トラ リアの繊維 ・衣料 ・履物産 業 は,従 来i製 造部門 で最 も保護 さ
れてお り,関 税割 り当て,高 率 の関税,バ イ ・ロー制度,補 助金 な どによっ
て国際競争 か ら保護 されて いた。新産業政策 で は,輸 入割 り当て,補 助金,
関税率 の段階 的削減 によって,同 産 業 をよ り輪入競争 にさ らす ことであ る。
具体 的 には以下 の政策 が盛 りこまれて いる。
① 輸 入数量制限 を1993年3月1日 まで に廃 止す る。
② 補助 金制度 を1995年7月1日 まで に廃止 す る。
③ 関税率 は,1996年 までに段階的 に最高55%ま で引 き下 げる計画 を延長
し,2000年 まで に最高25%ま で に削減 す る。
オー ス トラ リア政府 は,以 上 の よ うな繊 維 ・衣料 ・履物産業 に対 す る新産
業政 策 によ り国内業者 の国際競争 力の強化 を狙 ってい る。今後 は,保 護 主義
の撤廃 によ ります ます業界 の再編,合 理化 が進 む とみ られ てい る。
また,オ ー ス トラ リアの自動車産業 も,こ れ まで最 も保 護 され ていた産業
で あったが,こ の新産業政 策 においては,バ トン ・プランの政策 を踏襲 し,
保護 主義か らの大胆 な転換 を促す内容 となってい る。 自動車産 業 に対 す る新
産業政策 の骨子 は以下 であ る。
① 乗 用車 の関税 率 を1992年 の35%か ら毎年2.5%ず つ軽 減 させ,2000年 ま
で に15%に す る。
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② 従来 自動車製造業者 の部品 な どの輸 出実績 に基 づいて部 品の輸 入関税
を免除 していた制度 は存続 す る。
③ 高級車(45,100豪 ドル以上)に 対 す る売上税率30-50%の 段 階的適用 を
一律30%に 簡素 化す る。
以上 の政策 の うち,関 税 率の年2.5%引 き下 げは,現 地生産 の メ リッ トを薄
める事 にな り,1992年 の 日産 自動車 の撤退 に代表 され るよ うにオー ス トラ リ
アの 自動車製造 メーカーのみな らず,自 動車部 品 メー カー に対 して も深刻 な
打撃 を与 える恐 れが あ る。オース トラ リアの 自動車産業 は,こ れ か ら国内,
海外 メー カー との厳 しい競争 の中で生 き残 りをか けた戦 いが続 くと予想 され
る。
第3節 自動 車 産 業 に対 す る政 府 の 産 業 政 策 と企 業 の 対応
オ ー ス トラ リア の 自動 車 産 業 に対 して は,長 い間 保 護 主 義 政 策 が とられ て
きた。 オ ー ス トラ リアの 自動 車産 業 は,そ の意 味 で保 護 主 義 の歴 史 で あ る と
い って もい い。
オ ー ス トラ リア に最初 に 自動 車 組 み立 て工 業 が 開始 され た の は,1920年 代
で あ る。 連 邦 成 立 の翌 年1902年 に は,輸 入 自動 車 に対 して20%の 関税 を課 し
た 。25年 に,ア メ リカ の フ ォー ド社 が オ ー ス トラ リア に進 出 し,自 動 車 組 み
立 て を始 め,翌 年 の26年,ゼ ネ ラル ・モ ー タ ー ズ社(GM)も オ ー ス トラ リア
で の組 み立 て を開始 した 。米 系 自動 車 メ0カ ー2社 の現 地 生 産 の 目的 は,高
い輸 入 関税 に対 応 す るた め で あ った 。
第2次 大 戦 後,オ ー ス トラ リア政 府 は,自 動 車 産 業 を よ り一 層発 展 させ よ
う と した 。 国 内 自動 車 産 業 を保 護 ・育 成 させ るた め,オ ー ス トラ リア政 府 は,
依 然輸 入 車 に高 関 税 を課 す保 護 主義 的 政策 を継 続 した 。GM系 のオ ー ス トラ
リア製 造 会 社GMフ ォー ル デ ン社 は,オ ー ス トラ リアで 開 発 した車 種 フ ォー
ル デ ンの生 産 を開 始 した 。 フ ォー ド ・オ ー ス トラ リア社 も,1960年 に 「フ ァ
ル コ ン」 の現 地 生 産 を拡 大 した。 ク ライ ス ラー社 も,オ ー ス トラ リア で現 地
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生産 を開始 し米 系大手 自動車 メー カ`3社 が,オ ース トラ リアで 自動車組 み
立 て を行 う体制 を確立 した。 日本 の 自動車 メーカー を見 る と,76年 に 日産 自
動車,77年 に トヨタ 自動車 が ともにメル ボル ンで現地生産 を開始 した。80年
には,三 菱 自動車 は クライス ラー ・オー ス トラ リア社 を買収 し,ア デ レー ド
で現地 生産 を開始 した。
オース トラ リアには,1965年 か ら自動車 製造 計画案 が存在 し,以 後計 画案
は変更 されたが,根 本的理念 であ る輸入代替 に よる国産化,国 産部 品使 用規
定 は,84年 まで変化 はなかった。計 画案 には,次 の よ うな政策が含 まれてい
た。
① 市場分割 と輸 入数量制 限:オ ース トラ リアの 自動車市場 は,80%が
国産車 で,残 りの20%の み輸入車 に割 り当て る。
② 国産部 品使用規 定:自 動車会社 は,会 社 ご とに製造 され た 自動車 の
総額 の85%に 相 当す る額 を国産部 品 の使用(ロ ー カル コンテ ン ト)に 当
て る。 もしこの使 用規定 を満たす な ら,残 りの15%は,外 国製部品 を無
税 で輸入 す るこ とがで きる。
③ 輸 出促進政策:国 産 自動車 の輸 出 を促進 す るため に,輸 出 した車 の
総額 の7.5%に 相 当す る額 を外 国製部 品の無税輸 入 として許可 す る。
オー ス トラ リアの 自動車産業 の保護 主義的政策 は,1984年 に大転換 した。
オー ス トラ リアの輸入車 と輸入部 品の関税 率 は,84年 まで57.5%と い う高率
であ ったが,92年 までに35%に 軽減 しよ うとす る ものであ る。84年,当 時の
商工技術 大臣が中心 となって,「 バ トン・プ ラン!と 呼 ばれ る自動車産業計 画
が発表 された。 その内容 の骨子 は以下 であ る。輸 入割 当制 を廃止 し,関 税 率
を漸減 させ る。5社 ある自動車製造会社 を3社(も し くは3グ ループ)に 整
理統合 し,13あ ったモ デル数 を6に 絞 るよ う奨励 し,規 模 のメ リッ トを図 る。
一定台数以下 のモデル につ いては
,追 加課税 等のペナル テ ィーを課 す。部 品
国産化率(ロ ーカル コンテ ン ト)は85%を 堅持 す る。以上の ような大胆 な 自
由化政策 であ った。 バ トン ・プラ ンは,以 降 の オー ス トラ リアの 自動車産業
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の 産 業 政 策 に大 きな影 響 を与 えた。
1988年,豪 州 トヨ タ(ToyotaMotorCorporationAustralia)とGMホ
ー ル デ ン は ,折 半 出 資 に よ りUAAI社(UnitedAustralianAutomotive
Industries)を 設 立 した 。UAAI社 は,持 ち株 会 社 と して の性 格 を持 ち,豪 州
トヨ タ とGMホ ー ル デ ンが 子 会 社 とい う形 とな った。UAAI社 は,政 府 が新
産 業 計 画 で 目指 した 自動 車 生 産 の3グ ル ー プ ・5モ デ ル計 画 に沿 って の 業界
の協 調 で あ るが,ト ヨタ とGMに とっ て は,製 品相 互 供 給 とい う戦 略 的提 携
関係 の構 築 で あ る とい え よ う。
1992年10月,日 産 自動 車 は,オ0ス トラ リア で の 現 地 生産 を中 止 し,工 場
を閉 鎖 す る こ と を決 定 した。 日産 自動 車 の現 地 生産 撤 退 に よ り,オ ー ス トラ
リア の 自動 車 製 造 会 社 は,フ ォー一ド・オ ー ス トラ リア,UAAI(GMホ ー ル デ
ン と トヨタ の合 弁 会 社),三 菱 自動 車 オ ー ス トラ リア の3社 とな った。日産 の
撤 退 の理 由 は,新 産 業政 策 に よる関税 率 の段 階 的 引 き下 げ政 策 に よ り現 地 生
産 メ リ ッ トが薄 れ る こ と,累 積 赤 字 が 約5億 豪 ドル に達 す るな ど,経 営 環 境
の悪 化 に よ る もの と見 られ て い る。
1991年,オ ー ス トラ リア政 府 は新 産 業 政 策 を発 表 した。 この新 産 業 政 策 も,
バ トン ・プ ラ ンの政 策 を踏襲 し,強 化 す る内容 とな って い る。 自動 車 産 業 に
対 す る新 産 業 政 策 の主 要 な 内容 と して は,乗 用 車 の 関税 率 を92年 の35%か ら
毎 年2.5%ず つ軽 減 させ,2000年 まで に15%に す る,と い う関税 引 き下 げ策 が
重 要 で あ る。 図 表28は,1988年 か ら2000年 まで の,乗 用車 に対 す る関税 率 の
推 移 を見 た もの で あ る。
1997年6月,オ ー ス トラ リア政 府 は,2001年 以 降 の 自動 車 の輸 入 関 税 政 策








を発 表 した。 バ トン ・プ ラ ンが 終 了 す る2000年 の乗 用車 の 関税 率 は15%と な
るが,そ れ以 降 は,15%の 水 準 を5年 間 据 え置 く。2005年 に は10%に 引 き下
げ,そ の後 の関 税 政 策 を2005年 の 時 点 で決 定 す る,と い う もの で あ る。
関 税 率 の年2.5%引 き下 げ,2000-2004年 に は関 税 率15%,2005年 に は10%
は,現 地 生 産 の メ リッ トを薄 め る事 に な り,日 産 自動 車 の撤 退 に代 表 され る
よ うにオ ー ス トラ リア の 自動 車 製 造 メー カー の み な らず,自 動 車 部 品 メー カ
ー に対 して も,新 た な企 業 戦 略 の構 築 を迫 られ て い る。
オ ー ス トラ リア の 自動 車 市 場 は,関 税 引 き下 げの 影 響 か らか,こ こ数 年 輸
入 車 の販 売 が 急速 に拡 大 し,1996年 に は豪 国 内 の輸 入 車 の比 率 は46%と な っ
て い る。 この よ うな厳 しい環 境 の 中 で,ト ヨ タ 自動 車 が オ ー ス トラ リア で新
た に高 級 車 を生 産 し,ま た 現 行 生 産 車 の輸 出 を大 幅 に増 や す とい う計 画 は注
目 され る。 トヨ タ は,ビ ク トリア州 メル ボ ル ンの ア ル トナ工 場 で,2000年 か
ら,排 気 量3000cc級 の 高 級 乗 用車 を生 産 す る。また,豪 州 で生 産 して い る「カ
ム リ」 の輸 出 を,96年 度 実績 の1万4000台 か ら2000年 に は倍 増 させ る,と い
う計 画 で あ る。 そ の た め に,生 産 能 力 を2005年 まで に14万 台 に拡 大 す る,と
い う もの で あ る。 今 後,オ ー ス トラ リア の 自動 車 産 業 が,輸 出志 向型 産 業 に
脱 皮 し,国 際 競 争 力 を強 め る こ とが で きるか とい う試 金 石 の意 味 で も,ト ヨ
タの 戦 略 は注 目 され る。
第4節 オ ー ス トラ リア産 業 の新 た な 競 争戦 略 一一 個 家 競 争 政 策
オ ー ス トラ リア政 府 は,1992年10月 に国 際競 争 力 を高 め る 目的 で新 た な 国
家 競 争 政 策(NationalCompetitionPolicy)を 打 ち 出 した。 この政 策 は,ヒ
ル マ ー教 授 を委 員長 とす る委 員 会 に よ って提 案 され た もの で あ る。 この ヒル
マ ー ・レ ポー トに よ る国 家 競 争 政 策 は,将 来 の オ ー ス トラ リア の産 業 政 策 の
基 礎 とな る もの で あ るの で,こ の政 策 に つ い て み て み よ う。
国家 競 争 政 策 が必 要 とされ る背 景 と して,委 員 会 の報 告 書 で は以 下 の3点
を指 摘 して い る。 第1は,オ ー ス トラ リア の各 州 間 の統 合 の 必 要 性 の増 大 で
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あ る。 す なわ ちi輸 送 ・情 報 等 の発 達 につ れ て,州 と州 との経 済 的境 界 が 減
少 し,オ ー ス トラ リア連 邦 と して の単 一 の 市場 とい う認 識 の増 大 で あ る。 連
邦 政 府 に よ る各 州 の利 害 を超 えた調 整 と統 合 が 必 要 に な っ て きた の で あ る。
第2は,国 際 的 に市 場 開放 が 進 んで い る に もか か わ らず,オ ー ス トラ リア
で は,公 益 事 業,専 門職,農 業 等 の分 野 で は 国際 的 競 争 か ら除外 され て い る
状 況 で あ る。 今後,こ れ らの 分 野 で の 国際 的 な市 場 開放 が必 要 で あ る。
第3は,現 在 実行 され て い る国 内 の競 争 改 革 は,広 い政 策 の枠 組 み や 改 革
の プ ロセ スが 存 在 しな い,ケ ー スバ イ ケ ー ス で行 わ れ て いた 。 これ か らは,
国 家 の 統 一 した 方 針 の も とで の競 争 戦 略 を打 ち 出 す必 要 が あ る。
以 上 の よ うな認 識 の も と,委 員 会 は5つ の政 策 を提 言 した 。
第1は,経 済 の主 要 な部 門 の競 争 力 を高 め るた め に は,政 府 に よ る規 制 の
緩 和 と国営 企 業 の民 営 化 が必 要 で あ る。例 え ば,公 益 事 業 の独 占的 形 態 の見
直 し,多 くの農 産 物 へ の規 制 緩 和,職 業 ・事 業 ・専 門 職 に対 す る ライ セ ンス
規 制 の緩 和,等 が含 まれ る。 す なわ ち,規 制 が 公 共 的 な利 益 を正 当化 す る も
の で な けれ ば,政 府 は,競 争 を制 限 しな い法 令 や 規 定 を確 保 す る こ とを 目的
とした原 則 を採 用 す べ きで あ る。
第2は,公 的独 占(publicmonopolies)に よっ て伝 統 的 に支 配 され て い た
市 場 に対 し て,競 争 を導 入 す る構 造 的 改 革(structuralreform)を 目的 と し
た原 則 を政府 は採 用 す べ きで あ る。 公 的 独 占 は,適 切 な リス トラ クテ ィン グ
を行 うべ きで あ る。構 造 的 改 革 に お い て,独 占事 業 の民 営化 は最 も重 要 な も
の とな ろ う。 た だ,そ の場 合,民 営 化 が独 占状 況 を維 持 しな い こ とが 必 要 で
あ る。
第3は,新 た に参 入 した企 業 に対 して,主 要 な便 宜(essentialfacilities)
引 列え ば電 気 ・輸 送 の ア クセ ス な ど を公 平 に,相 応 な条件 で利 用 で き
る権 利 を与 え るべ きで あ る。
第4は,料 金 規 制 独 占価 格(monopolypricing)の 緩 和 で あ る。
第5は,公 企 業 と民 間 企 業 に対 して競 争 的 中立 性(competitiveneutrality)
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の立 場 を とるべ きで あ る。
ヒル マ ー ・レポ ー トで は,こ の よ うな政 策 を実行 す るた めの機 関 と して
,
国家 競 争 協 議 会(NationalCompetitionCouncil)と オ ー ス トラ リア競 争 委
員 会(AustralianCompetitionCommission)の 設 置 を提 案 した。 国家 競 争
協 議 会 は,連 邦 政 府 と州 政 府 が 協 力 して改 革 を進 め て い くた め の組 織 とす る。
また,オ ー ス トラ リア競 争 委 員 会 は,従 来 あ る貿 易 政 策 委 員 会(TradePrac-
ticesCommission)と 価 格 サ ー ベ イ ラ ン ス 委 員 会(PricesSurveillance
Authority)を,発 展 統 合 した 型 の 組 織 とす る。
1994年7月 と8月 のオ ー ス トラ リア連 邦 協 議 会(CouncilofAustralian
Governments)で,オ ー ス トラ リア政 府 と各 州 は,ヒ ル マ ー ・レポ0ト に沿
っ た競 争 政 策 に概 ね承 認 した 。
1995年4月12日,連 邦 政府 と州 政 府 は,ヒ ル マ ー一・レ ポー トを基 本 と した
新 しい国 家 競 争 政 策 を正 式 に決 定 した 。 また,ヒ ル マ ー ・レ ポー トで 提 言 さ
れ た競 争 政 策 実施 機 関 として,国 家 競 争 協 議 会 とオ ー ス トラ リア競 争 ・消 費
者 委 員 会(AustralianCompetitionandConsumerCommission)を 正 式 に
発 足 させ た。 国家 競 争協 議 会 は,国 家 の競 争 政 策 の プ ロ セ ス を監 視 し,ま た,
オー ス トラ リア競 争 ・消 費者 委 員 会 は,産 業 や事 業 の価 格 ・コ ス ト ・利 益 を
モ ニ タ リング す る事 に よ り,国 家競 争 政 策 を促 進 す る役 目 を果 た す こ とに な
った 。
以 上 の よ うな規 制 緩 和 と民 営 化 を骨 子 とす るオ ー ス トラ リア の 国家 競 争 政
策 は,現 在 の ハ ワー ド保 守 党 政 権 の元 で着 実 に実 行 に移 しつ つ あ る。1997年
に は 国営 電 話 会 社 テ ル ス トラ の部 分 民 営 化 が 実施 され ,今 後 の国 家 競 争 政 策
の 成 果 が 期 待 され て い る。
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